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グループミッション

労働格差をなくし、生き甲斐が持てる職場を創出することで、
世界の人々の人生を豊かにする。

経営理念

製造系事業：「はたらく」に国境をなくす
技術系事業：  働くで「みらい」をデザインする

事業ビジョン
アウトソーシンググループでは、世界の様々な
人々の「就業機会」と「教育機会」の創造を事業
を通して実現し、社会課題の解決と事業の成長、
ステークホルダーへの貢献に、持続的に取り組ん
でまいります。

サステナビリティ方針
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SDGsへの取組

2021年2月15日、アウトソーシンググループの『サステナビリティ方針』に基づき、持続可能な社会の
実現に貢献することを誓い、『アウトソーシンググループSDGs宣言』を行いました。

当グループは、国連が提唱する「持続可能な開発目標（SDGs）」、日本政府の「SDGsアクションプラン
2020」に賛同し、事業におけるSDGsの積極的な取り組み、ESGを重視した経営、国／地域に根ざした
社会貢献活動（CSR）を通じて持続可能な社会の実現に貢献してまいります。

アウトソーシンググループSDGs宣言

当グループは、経営理念として「労働格差をなくし、生き甲斐が持てる職場を創出することで、世界の人々の人生を
豊かにする。」と定めており、これは教育制度の充実により、グローバル市場で求められる人を創出し、労働格差を
なくすことによって世界中のすべての人々が自分の将来設計を描き、そして、その人生を豊かに歩んで欲しいという
願いを込めております。
その為、この障害となる社会問題の解決そのものが当グループにおける事業の本質であるということを強く認識し、
世界の様々な人々の「就業機会」と「教育機会」の創造、更には技術と教育の力で一人一人の生産性を向上させる
ことで、人々の暮らしを豊かにすることに努めます。
 これにより、国連が提唱する以下の目標を重要課題として、取り組みを進めてまいります。

アウトソーシンググループの
社会的責任／存在意義
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SDGsへの取組

SDGsの課題解決に向け、事業を通じ当社が優先的に取り組むべきマテリアリティ（重要課題）を特定し、
KPIを定め達成に向けて推進しております。

１．「就業機会の提供」

・日本の労働力減少という社会問題の解決に資する在留外国人の就労サポート人数を、2024年までに30万人、2030年まで
に50万人に拡大する。

・教育とテクノロジーの力を駆使して、2030年までに3万人を労働集約セクターからスペシャリスト人材へのキャリア
チェンジを実現する。

２．「質の高い教育の提供」

・キャリアアップに向けた質の高い教育機会の提供を目的とし、グローバルに展開する研修プログラムの延べ利用人数を
2030年度までに30万人とし、生産的な雇用への結びつきや働きがいへ貢献する。

３．「多様性の尊重とダイバーシティ経営の実現」

・女性が活躍する社会の実現に向けてグループとしてその推進を行い、㈱アウトソーシングの取締役及び執行役総人数に
占める女性の比率を2030年度までに30％にまで高める。

４．「脱炭素社会の実現に向けた取り組み強化」

・2025年度までに国内グループの営業車両の全てを次世代自動車（電気自動車／ハイブリッド車等）に、2030年までに
海外を含むグループ全体の同比率を70％とする。

５．「産業全体の生産性の向上」

・グローバルかつ幅広い産業で蓄積した生産技術と先端的なデジタル技術を活用し、産業生産性を改善させるスペシャリスト
人材をグローバルで2030年度までに10万人育成し、世界の生産性を向上させる。

■マテリアリティ（重要課題）とKPI

アウトソーシンググループの
社会的責任／存在意義
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生産工程における業務請負事業を目的として ㈱アウトソーシング を静岡市に設立

ジャスダック証券取引所（現東京証券取引所JASDAQ（スタンダード））に株式を上場

医薬品／医療機器／化学系に特化した ㈱アールピーエム、㈱トライアングル を連結子会社化（2021年4月、㈱アールピーエムに吸収合併）
研究／開発の受託／請負事業、技術者派遣事業に特化した 聖翔㈱ を連結子会社化（2011年4月、㈱アウトソーシングテクノロジー に商号変更）

半導体分野における、設計開発、開発試作、量産部門の受託・請負事業に特化した ＯＳセミテック㈱ を設立（2018年8月、㈱アウトソーシングテクノロジーに吸収合併）

タイ国内における生産アウトソーシング事業の統括を目的に OS (THAILAND) CO., LTD. を設立

7か国に10社の連結子会社及び関連会社を持ち、人材クロスボーダービジネス、海外展開支援ビジネスを行う ㈱ＯＳインターナショナル を連結子会社化

輸送機器分野及び電気／電子分野を中心としたアウトソーシングサービスを行う OS VIETNAM CO., LTD. を設立

SANSHIN (MALAYSIA) SDN. BHD. を連結子会社化しマレーシアへ進出

ITスクール事業を行う ㈱シンクスバンク を連結子会社化
ALPグループ を連結子会社化しインドへ進出

㈱PEO を設立（2023年7月、当社に吸収合併）
建設関連の KDEホールディング㈱（2019年1月、共同エンジニアリング㈱ に吸収合併）を連結⼦会社化、これに伴い、共同エンジニアリング㈱ も連結⼦会社となる

OUTSOURCING (CAMBODIA) Inc. を設立しカンボジアへ進出

米軍施設向け人材サービスを開始
IT／金融向け人材サービスを手掛ける BLUEFINグループ を連結子会社化し豪州での事業を強化
ITによるソリューションサービスを提供する NTRINSICグループ を連結子会社化し英国、ベルギーへ進出
特例子会社 ㈱アウトソーシングビジネスサービス を設立（2022年7月、㈱ＯＳＢＳへ商号変更）

中国に研究／開発、実験／評価分野での技術、生産アウトソーシングサービス事業及び進出メーカーへの現地幹部候補者の教育採用コンサルティング事業に特化した
奥拓索幸 （上海） 企業管理服務有限公司 を設立

輸送機器に特化した ㈱アネブル を設立

東京証券取引所 市場第二部に株式を上場
本社を東京都千代田区に移転

生産・経営コンサルタント事業を行う PT.OS ENGINEERING & CONSULTANT INDONESIA を設立しインドネシアへ進出
（2015年6月、PT. OS SELNAJAYA INDONESIA に吸収合併）

東京証券取引所 市場第一部に指定

1997年

国内 海外

2004年

2014年

2015年

中国

ベトナム

マレーシア

カンボジア

1月

12月

8月

11月

8月

10月

11月

12月

10月

1月

4月

9月

1月

4月

8月

9月

インド

タイ

ベトナム 豪州
シンガポール 香港

豪州
ベルギー英国

2005年 3月

2012年 3月

7月

7月 インドネシア

2010年

2009年

2011年 4月

2013年 3月

技術系

製造系

サービス系

技術系

技術系

製造系

製造系

技術系

技術系

技術系

製造系

技術系

サービス系

製造系

製造系

技術系

サービス系

サービス系

コンビニエンスストア向け事業を開始
Grupo Exproグループ を連結子会社化しチリへ進出チリ12月

10月 サービス系

サービス系



9

2023年12月期 第3四半期 決算参考資料2016年～現在当社グループ拡大の軌跡

Copyright (C) 2023 OUTSOURCING Inc. All Rights Reserved.

豪州 OUTSOURCING OCEANIAグループ を連結子会社化
英国で公的債権の回収業務を受託する J.B.W.グループ を連結子会社化（2020年8月、CDERグループに商号変更）

連結子会社㈱ブラザーズが、㈱アウトソーシングトータルサポート に商号変更
㈱リクルートファクトリーパートナーズ を連結子会社化し ㈱OSパートナーズ（2019年7月、当社に吸収合併）に商号変更

英国で政府系業務のBPO事業を展開する LIBERATA UK LIMITED を連結子会社化

ドイツ Orizonグループ を連結子会社化しドイツへ進出 

米軍施設向けの保守／建設サービスを展開する アメリカンエンジニアコーポレイション を連結子会社化

eコマース関連の物流向け派遣を展開しオランダ・ポーランドを中心とした欧州に人材採用ネットワークを持つ OTTOグループ を連結子会社化

チリを中心とした南米に拠点を置く SLグループ を連結子会社化

豪州 PM-Pグループ を連結子会社化
英国で公共向け人材サービスを提供する ALLEN LANEグループ を連結子会社化

OS ELOFORT SERVICOS S.A. を連結子会社化しブラジルへ本格進出

日系人の採用／活用ノウハウを有する アバンセグループ を連結子会社化

アイルランド最大の人材ビジネス企業 CPLグループ を連結子会社化
㈱マークスファクトリー を連結子会社化（2023年7月、当社に吸収合併）

自治体からの業務受託等を手掛ける アークグループ を連結子会社化（2022年4月、㈱ＯＳファシリティーズに吸収合併）

セレクトスタッフグループ を連結子会社化（2023年7月、当社に吸収合併）
㈱エス・エス産業 を連結子会社化（2023年7月、当社に吸収合併）
㈱新生産業 を連結子会社化（2023年7月、当社に吸収合併）
㈱ＩＳＣ就職支援センター を連結子会社化（2023年7月、当社に吸収合併）

技術系

製造系

製造系

技術系

技術系

製造系

製造系

製造系

サービス系

サービス系

サービス系

サービス系

サービス系

サービス系

サービス系

サービス系

サービス系

製造系

東京証券取引所の新市場区分に伴い、プライム市場に移行

国内 海外

2016年

2017年

4月

5月

8月

1月

4月

英国

ドイツ

豪州
英国

マレーシア

5月 オランダ ポーランド
モルドバ チェコ

スロバキア ハンガリー
ブルガリア ウクライナ

2018年 4月 ペルー コロンビア
エクアドル

ルーマニア クロアチア

英国8月

9月 豪州

チリ

2019年 ブラジル5月

2020年 11月

アイルランド

12月

2021年 1月

10月

2月

9月

2022年 4月

マレーシア SYMPHONY HRS SDN. BHD. を連結子会社化（2016年6月、OS HRS SDN. BHD.に商号変更）

サンキョウ・ロジ・アソシエートグループ を連結子会社化
長崎県諫早市に半導体技術者研修センター OS Semicon Center Isahaya を開設
建設機械等の教習事業を展開する ㈱ＩＨＩ技術教習所 を連結子会社化し ㈱ｎｅｘｔＰＣＴ に商号変更（2023年7月、㈱ＰＣＴへ商号変更）

製造系

国内製造系セグメントにおける連結子会社9社を当社へ吸収合併製造系7月2023年
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国内人材サービス業界を取り巻く環境と
当社グループ事業機会

Copyright (C) 2023 OUTSOURCING Inc. All Rights Reserved.



11

2023年12月期 第3四半期 決算参考資料
国内人材サービス業界を取り巻く環境と
当社グループ事業機会

Copyright (C) 2023 OUTSOURCING Inc. All Rights Reserved.

主な雇用体系

事 業 モ デ ル 時間当たり料金 出来高料金 紹介手数料

人 的 投 資 相対的に少ない 相対的に多い 相対的に少ない

回 収 期 間 相対的に短い 相対的に長い 相対的に短い

有料職業紹介

求職申込

人材紹介契約

当社

求職者

求人企業

マッチング

雇用関係の
成立

求人申込

派遣

雇用契約
給与支払

派遣契約

当社

派遣
就業業務指示

派遣先

正社員
契約社員

(アウトソーシンググループ社員)

請負

雇用契約
給与支払

請負契約

当社

請負部署で
就業

業務指示

発注者

正社員
契約社員

(アウトソーシンググループ社員)

 当社グループ国内アウトソーシング事業における主な雇用形態

雇用契約

給与支払

管理業務委託契約

管理業務の提供
・採用代行
・社宅管理
・人事補助

管理業務

A社労働者
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関連法規制の推移

 労働者派遣法改正の変遷

1999年 大改正（規制緩和）
• 対象業務の原則自由化（ネガティブリスト方式）
• 自由化業務について受入期間の制限（最長1年）
• 受入期間制限を担保する制度（抵触日の事前通告、派遣停止の通知等）
• 自由化業務について、雇用努力義務や違法な場合の雇入れ勧告等の創設

1996年
• 法令で定める業務の拡大（適用業務：16業務から26業務へ）

1985年
• 労働者派遣法制定（ポジティブリスト方式）

1986年
• 労働者派遣法施行（人材派遣利用可能な適用業務：13業務から16業務へ）

2000年
• 紹介予定派遣の解禁
2004年
• 受入期間制限の上限変更（原則1年／最長3年）
• 製造業務の派遣解禁（派遣受入期間は最長1年）
• 派遣先の派遣労働者への雇用申込義務の創設（自由化業務と政令業務）
• 紹介予定派遣の法制化と緩和
2012年 改正（規制強化）
• 法律の名称や目的規定に「派遣労働者の保護」を明記
• 事業規制の強化（日雇派遣の禁止、グループ派遣の規制、離職者の規制）
• 派遣労働者の処遇待遇（均衡処遇、情報の公開等）
• 違法派遣に対する対処（労働契約申込みみなし制度の創設※2015年10月1日施行、欠格事由の整備等）
2015年 改正
• 一般派遣と特定派遣を一本化し、すべての労働者派遣事業を許可制に
• 派遣労働者の雇用安定措置とキャリアアップの教育訓練を派遣元に義務付け
• 派遣期間制限を見直し、事業所単位と個人単位の期間制限を設ける
• 違法派遣の場合における労働契約申込みみなし制度の導入
2020年 改正（同一労働同一賃金）
• 派遣先均等／均衡方式と労使協定方式の決定
• 派遣労働者の待遇に関する説明義務
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外国人技能実習制度概要①
 外国人技能実習制度（現行）の概要

送り出し機関

現地応募者

監理団体
（事業協同組合等）

受入機関
実習実施者

（メーカー等）

外国人
技能実習機構

送り出し国 日本

仕組み／フローの概要

通訳／翻訳

社宅／食生活サポート

多言語コールセンター

トラブル対応／生活相談

国際送金サポート

勤怠管理／ペイロール

日本国内でのサービス

⑬入国

④応募

⑧語学
教育等

⑦雇用契約

①契約

⑮監理
指導

地方入国管理局

⑪申請
⑫入国

許可

⑨申請
⑩許可
／認定

②申込

⑭実習
開始

⑥実習計画作成／申請

⑤選考／決定

技能実習法の規制を受けな
い業務の受託

就労説明／面接

日本語教育

日本文化／生活教育

書類申請サポート

出国サポート

送り出し国でのサービス

一部送り出し機関と連携
しサービス提供

③発注
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外国人技能実習制度概要②

現地応募者
• 現地で最低1か月位の日本語等の事前教育を受け、来日して1か月間研修後に実習実施者が雇用
• 技能実習制度は実習期間の満了が原則であり、技能実習生は期間中の安定した収入確保が可能
• 2022年末で約32万人の技能実習生が日本に在留

行政監督機関
• 地方入国管理局が入国や在留の許可を認定、外国人技能実習機構が法令／省令に基づき監理団体や

実習計画を許認可、また、他行政機関と連携し人権侵害や賃金未払い等を監督／指導

受入機関
実習実施者

• メーカー等の民間企業／団体が、実習生ごとの技能実習計画の作成で認定を受けるが、受け入れの
適切性担保の認定基準への適合が必要で、実習開始後の違反には認定取り消し等の措置

• メーカーが実習生受け入れを拡大
⇒ 1年間、3年間、5年間を同一人物で継続できるため、安定した期間で実習が可能

送り出し機関 • 実習生希望者を監理団体へと適切に取り次ぐために日本の関連法令／省令の要件に適合が必要
• 実習生本人や監理団体からの手数料等が収入（算出方法や徴収内容等に規制あり）

監理団体
• 事業協同組合や農協等が、実習実施者と実習生の間を雇用斡旋するため、非営利目的を前提に各種

の厳格な許可基準に適合することで許可される（違反で取り消し等、優良監理団体は優遇措置）
• 実習生の監理業務、各種申請／報告や実習計画作成の指導に伴う費用等を実習実施者へ請求

 関連する各組織／団体について
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特別永住者・
永住者

1,152,916

定住者・家族滞在・
日本人/永住者の配偶者等

626,787技術・人文知識・国際業務
311,961

技能、経営・管理、企業内転勤、
教育、高度専門職

116,322

技能実習
324,940

留学
300,638

その他
241,649

2022年末
資格別在留外国人数

3,075,213人
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外国人在留資格概要と事業潜在性

特段の訓練を受けず直ちに一定程度の業務を遂行できる水準の
技能を持つ外国人（技能実習制度3年間修了者も該当）

(※) 公益財団法人 国際人材交流支援機構（IHNO: International Human resource Network Organization）を通じ、学びながら働く留学生に対して奨学金を支給。海外から日本で学び／暮らす
外国人学生を支援。卒業後の就職活動もサポート。

出所： 法務省「令和4年末現在における在留外国人数について」をもとに当社にて作成

技能実習生向け
ORJ管理業務サービスの潜在市場

独自の奨学金プログラムによる
就職支援活動（※）
留学生のアルバイトは1週間28時間以内

技能移転を通じた開発途上国への国際協力
が目的；実習後は帰国し、学んだ技術を母
国に伝えることが前提

特定技能1号

技術系OS事業の潜在市場

製造系OS／技術系OS事業の潜在市場

 当社グループが関係する外国人在留資格、新設の特定技能資格

特定分野に関わる深刻な人手不足の解消、生産性向上、
人づくり改革を実現するため、
2019年4月1日より、特定技能資格が新設（5年で最大
345,150人の受入れ見込み）

⇒製造系OS／技術系OS事業、ORJ管理業務サービスの
潜在市場

通算5年

監督者として業務を統括し、熟練した技能で遂行できる水準の
外国人

特定技能2号

更新可能、家族帯同可能
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IFRS第16号「リース」の当社グループへの影響

 国際会計基準審議会（IASB）の決定により、国際会計基準（IFRS）に準拠する企業は、2019年1月
1日以降開始する事業年度から、IFRS第16号に定められるとおり、短期のリース及び少額資産の
リースを除くすべてのリース取引において、借手は使用権を資産として認識するとともにリース負
債を計上することとなる。（リース料を費用計上するのではなく、リース資産として減価償却を行
うように変更）

国際会計基準（リース会計）の変更

 リース資産のオンバランス化より資産合計増加。それに伴い自己資本比率などの財務指標が悪化

 会計処理が煩雑化

国際会計基準（リース会計）変更に伴う影響
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本資料には、当社の計画や業績予想が含まれていますが、それらの計画や予想数値は、現時点で入手可能な情報に
基づき当社が計画、予想したものです。

従いまして、実際の業績等は今後、様々な要因によって計画、予想数値と異なる結果となる可能性があります。

なお、本資料における記述は本資料の日付（またはそこに別途明記された日付）時点のものであり、その内容は事前
の通知なく変更されることがあります。

また、本資料に記載されている当社グループの企業情報以外の情報は、当社が公開情報等から引用したものであり、
その正確性／適切性等についての検証は行っておらず、また、これらを保証するものではありません。

お問い合わせ

株式会社アウトソーシング

社長室IRチーム

E-Mail: os-ir@outsourcing.co.jp

URL: https://www.outsourcing.co.jp

IRお問合せ: https://www.outsourcing.co.jp/ir/contactus/


